
 

 監査公表第１５号（平成27年7月10日、県公報第３７０９号登載） 

 

新社会推進部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査結果に基づく措置通知新社会推進部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査結果に基づく措置通知新社会推進部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査結果に基づく措置通知新社会推進部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査結果に基づく措置通知

（平成２６年度）（平成２６年度）（平成２６年度）（平成２６年度）    

    

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第９項の規定により報告した新社会推進部、

保健医療介護部及び福祉労働部出先機関の監査結果の報告（平成27年３月23日26監総第465

号-2）に基づき、知事から措置を講じた旨の通知があったので、同条第12項の規定により、

次のとおり公表する。 

  平成27年７月10日 

               福岡県監査委員       山 下  郎   

               同             伊 藤 龍 峰   

               同             行 正 晴 實   

               福岡県監査委員職務執行者  井 本 邦 彦   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 7 社 活 第 4 3 号 

平成 27 年 4 月 15 日 

 

  福岡県監査委員  山 下  郎 様 

  同               伊 藤 龍 峰 様 

  同                行 正  晴 實 様 

  同               井 本 邦 彦 様 

 

福岡県知事  小川 洋        

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

 平成２７年３月２３日２６監総第４６５号－２の監査結果の報告に基づき、次のとおり

講じた措置について通知します。 

 

記 

 指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

新社会推進部 

 

アジア文化交流

センター 

 行政財産の目的外使用許可に伴う

使用料において、調定が遅延してい

た。 

行政財産使用料の調定状況を

確認するチェックリストを作成

し、財務担当者及び出納員が活用

することにより適正な調定を行

う。 

所属の金庫に、前渡資金の残額で

ある外国紙幣、硬貨が入っていた。 

外貨残金について整理簿を作

成し記載するとともに、整理簿は

出納員引継ぎ目録に記載し管理

する。 

また、外貨残金を減らす方策に

ついても検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２７保総第２９０号 

平成２７年５月２５日 

 

 

福岡県監査委員       山 下  郎 殿 

 同             伊 藤 龍 峰 殿 

 同             行 正 晴 實 殿 

 福岡県監査委員職務執行者  井 本 邦 彦 殿 

 

                           福岡県知事  小川 洋 

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

 平成２７年３月２３日２６監総第４６５号－２の監査結果の報告に基づき、次のとおり

講じた措置について通知します。 

 

記 

 

指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 

粕屋保健福祉 

事務所 

生活保護費の支給において、高

等学校就学費の認定誤りにより、

支給不足となっていた。 

支給不足について、平成２６年１１月

特別基準審査会に諮り、追加支給した。 

今後は担当者だけでなく、複数名によ

るチェックを徹底し、再発防止に努める。 

生活保護費の支給において、児

童手当の収入認定誤りにより支給

不足となっていた。 

支給不足について、遡及可能な期間を

経過していたため、「平成１５年１１月

２１日１５監保第３９８号保健福祉部監

査保護課長通知」により遡及支給しない

こととした。 

今後は担当者だけでなく、複数名によ

るチェックを徹底し、再発防止に努める。 



保健医療介護部 

嘉穂・鞍手保健 

福祉環境事務所 

雇用保険料納付金の調定におい

て、雇用保険料の負担率等を誤っ

たため、徴収過不足となっていた。 

関係通知を再確認し職員に周知徹底す

るとともに、保健医療介護総務課及び保

護・援護課に予算費目等を確認し、返納

及び追給手続きを行った。 

担当者だけではなく、複数人によりチ

ェックする体制を再確認し、チェックの

徹底を図ることにより、適正な事務処理

に努める。 

 

保健医療介護部 

田川保健福祉 

事務所 

生活保護費の支給において、高

等学校就学費の入力誤りにより、

支給不足となっていた。 

支給不足について、平成２６年１１月

特別基準審査会に諮り、追加支給した。 

今後は、担当者だけでなく、複数名に

よるチェックを徹底し、再発防止に努め

る。 

保健医療介護部 

南筑後保健福祉 

環境事務所 

行政財産の使用許可について、

財務規則によらず、使用状況の確

認を行わないまま申請を進達した

ため、庁舎等維持負担金の調定を

漏らしていた。 

未納の庁舎等維持負担金については平

成２７年３月に全額納入済み。 

今後はこのようなことが生じないよ

う、適切な庁舎管理に努める。 

生活保護費の支給において、特

別児童扶養手当の収入認定誤りに

より、支給過となっていた。 

支給過について、平成２７年１月、生

活保護法第６３条による返還処理を行っ

た。 

今後は、担当者だけでなく、複数名に

よるチェックを徹底し、再発防止に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象部局名 監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護

部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護費返還金において、

収入未済額が前年度に比べて、

増加している。 

生活保護受給中の世帯の債権につい

て、担当ケースワーカーと連携して納付

強化に努める。 

今後は、郵便、電話訪問等を組み合わ

せて納付を促し、債権回収に努める。 

 

狂犬病予防注射手数料にお

いて、財務規則によらず、領収

証紙の消印が漏れていた。 

速やかに消印を押した。 

担当者だけではなく、複数名によりチ

ェックする体制を再確認し、チェックの

徹底を図ることにより、適正な事務処理

に努める。 

施設使用料において、財務規

則によらず、調定が遅延してい

た。 

納入通知書の発出が済んだものには、

当該調定決議書に発出済のチェックを

記し、発出漏れを防ぐようにした。 

生活保護費の支給において、

高等学校就学費の認定誤りに

より、支給過となっていた。 

支給過について、平成２７年１月、生

活保護法第６３条による返還処理を行

った。 

今後は担当者だけでなく、複数名によ

るチェックを徹底し、再発防止に努め

る。 

生活保護費の支給において、

高等学校就学費の認定誤りに

より、支給不足となっていた。 

支給不足について、平成２６年１１月

特別基準審査会に諮り、追加支給した。 

今後は担当者だけでなく、複数名によ

るチェックを徹底し、再発防止に努め

る。 



保健医療介護

部 

生活保護費の支給において、

住宅費の認定誤りにより、支給

過となっていた。 

支給過について、平成２７年２月生活

保護法第６３条による返還処理を行っ

た。 

今後は、担当者だけでなく、複数名に

よるチェックを徹底し、再発防止に努め

る。 

生活保護費の支給において、

学習支援費の認定誤りにより、

支給不足となっていた。 

支給不足について、遡及可能な期間を

経過していたため、「平成１５年１１月

２１日１５監保第３９８号保健福祉部

監査保護課長通知」により遡及支給しな

いこととした。 

今後は、担当者だけでなく、複数名に

よるチェックを徹底し、再発防止に努め

る。 

報酬において、支出科目を誤

って支出していた。 

今後は、職員の財務会計制度に関する

知識、理解の向上を図るとともに、支払

期限までに予算令達要求を行うよう徹

底するなど、組織として会計処理の状況

を常時管理し、適正な事務処理に努め

る。 

賃貸借契約において、財務規

則によらず、暴力団排除条項の

内容が、改正された「暴力団排

除強化に係る契約内容」となっ

ていなかった。 

平成２６年１１月２２日付で契約内

容変更の契約を行った。 

今後は、常に財務関係法令や事務の手

引き等により、契約書等の内容を確認し

た上で処理する。 

決裁過程には、一層厳格にチェックを

行い、書類内容の確認を徹底するととも

に、起案者に対して財務会計に関する理

解が深まるよう指導する。 

 

委託契約において、財務規則

による「暴力団排除条項」を明

記していなかった。 

起案時には、前例を踏襲することに陥

ることなく、常に財務関係法令や事務の

手引き等により、適正な手続等を確認し

た上で処理する。 

決裁過程には、一層厳格にチェックを

行い、必要な書類内容の確認を徹底する

とともに、起案者に対して財務会計に関

する理解が深まるよう指導する。 

 



保健医療介護

部 

賃貸借契約において、財務規

則による「暴力団排除条項」を

明記していなかった。 

監査終了後、暴力団排除条項を入れた

契約に変更した。他の契約について、再

点検したところ、他に暴力団排除条項が

入っていないものはなかった。 

今後は、暴力団排除条項の記載漏れが

ないように、契約書作成時に会計事務チ

ェックシートを添付して決裁すること

とする。 

 

所属の金庫において、財務規

則等で保管することとなって

いるもの以外の通帳、現金があ

った。 

口座開設以来使用した事績がなく、今

後も使用する見込みがないため口座を

解約するとともに、口座の新規開設時に

必要だと勘違いし提供した職員に現金

（１００円）を返却した。 

今後は、職員の財務会計制度に関する

知識、理解の向上を図り、適正な事務処

理に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２７福総３７３号 

平成２７年５月２７日 

 

  福岡県監査委員      山 下  郎 様 

  同                   伊 藤 龍 峰  様 

  同                    行 正  晴 實 様 

  福岡県監査委員職務執行者 井 本 邦 彦 様 

 

福岡県知事  小川 洋 

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

 平成２７年３月２３日２６監総第４６５号－２の監査結果の報告に基づき、次のとおり

講じた措置について通知します。 

記 

 

 指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

粕屋新光園 

 児童措置弁償金の調定において、徴

収月額の決定を誤ったため、徴収不足

となっていた。 

平成25年6月の認定を、本来受け

るべき階層に是正したうえで、正

当徴収額と既徴収額の差額を調定

し、窓口収納している。 

 なお、今後このようなことがな

いよう、副任によりさらなる確認

を行うなどチェック機能を強化す

る。 

 

注意事項 

対象部局名 監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

需用費の支払いにおいて、財務規則

によらず、支出負担行為として整理す

る時期を誤っていた。 

今後は、財務規則に則り、適正

な事務処理に努める。 

報酬及び賃金から源泉徴収してい

た所得税の国への納付が遅延したた

め、不納付加算税が発生した。 

 延滞金が発生する所得税や社会

保険料などは、室内に掲示してい

る行事予定表へ記入することで、

失念防止を図る。 

支出事務において、財務規則に基づ

いた事務処理がなされていなかった。 

今後は、財務規則に則り、適正

な事務処理に努める。 

 



 


